
平 成 17 年 総 数  538 949 471 391 71 040 400 351 138 598

第 １ 次 産 業   134  83  40   43  91

農 業   127  82  33   49  78
林 業   5   3 △  3  8
漁 業   2  1  4 △  3  5

第 ２ 次 産 業  71 336  64 152  8 932  55 220  16 116

鉱 業   40  34  13   21  19
建 設 業  28 887 25 944 2 820  23 124 5 763
製 造 業  42 409 38 174 6 099  32 075 10 334

第 ３ 次 産 業  453 270  396 955  60 619  336 336  116 934

電 気 ・ ガ ス
熱 供 給 ・ 水 道 業  4 391  4 291   295  3 996   395

情 報 通 信 業  63 764 60 439 7 931  52 508 11 256
運 輸 業  10 504 9 148 2 474  6 674 3 830
卸 売 ・ 小 売 業  84 508 73 716 10 707  63 009 21 499
金 融 ・ 保 険 業  26 289 25 237 4 693  20 544 5 745
不 動 産 業  23 365 18 889 1 833  17 056 6 309
飲 食 店 ・ 宿 泊 業  38 196 29 020 4 621  24 399 13 797
医 療 ・ 福 祉  26 020 19 649 4 915  14 734 11 286
教 育 ・ 学 習 支 援 業  22 617 20 016 4 310  15 706 6 911
複 合 サ ー ビ ス 業  2 088 1 786  487  1 299  789
サ ー ビ ス 業  127 187 112 757 15 165  97 592 29 595
公 務
（ 他 に 分 類 さ れ な い も の )  24 341  22 007  3 188  18 819  5 522

分 類 不 能 の 産 業  14 209 10 201 1 449  8 752 5 457

平 成 12 年 総 数  580 646 505 403 69 919 435 484 145 162

第 １ 次 産 業   194  145  55   90  104

農 業   160  117  43   74   86
林 業   18  13  9   4   14
漁 業   16  15  3   12   4

第 ２ 次 産 業  99 020 88 382 11 083  77 299 21 721

鉱 業   120  117  26   91  29
建 設 業  36 429 32 454 3 311  29 143 7 286
製 造 業  62 471 55 811 7 746  48 065 14 406

第 ３ 次 産 業  469 373 407 303 57 843 349 460 119 913

電 気 ・ ガ ス
熱 供 給 ・ 水 道 業  4 145  4 015   455  3 560   585

運 輸 ・ 通 信 業  28 429 26 019 4 310  21 709 6 720
卸 売 ・ 小 売 ・ 飲 食 店  137 891 113 436 16 881  96 555 41 336
金 融 ・ 保 険 業  31 254 29 933 4 739  25 194 6 060
不 動 産 業  22 069 17 708 1 631  16 077 5 992
サ ー ビ ス 業  219 338 192 318 26 708 165 610 53 728
公 務
（ 他 に 分 類 さ れ な い も の )  26 247  23 874  3 119  20 755  5 492

分 類 不 能 の 産 業  12 059 9 573  938  8 635 3 424

　注）年齢不詳の者を含まない。
　注）産業分類改定（平成14年3月）のため平成12年は旧産業分類、平成17年は新産業分類で掲載した。

　　　　による人口Ⅰ」　総務庁統計局

２７　新宿区の昼間人口における産業大分類別就業者数　　　　　　　単位：人

産 業
昼間人口における

就 業 者
流入就業者 流出就業者

流入超過就業者
（ △ 流 出 超 過 ）

夜間人口における
就 業 者

各年10月１日現在

　資料）「平成17年国勢調査報告　従業地・通学地による人口Ⅰ」総務省統計局及び「平成12年国勢調査報告　従業地・通学地


